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特定非営利活動法人パクト 

平成 25 年度（2013 年度）事業報告 
 

自 平成 25（2013）年 10月 1日 

至 平成 26（2014）年 9月 30日 

 

１．組織基盤強化事業 

期間 平成 25年 10月 1日～平成 26年 9月 31日 

活動資金 自己資金、助成金 

事業実施の経緯 団体全体の組織基盤強化の取り組みを事業化し、中長期的な視点に

立って組織を運営する体制が整えるとともに、計画的な資金調達や

戦略的な広報も実施することで、安定した組織運営を行う。 

事業目的 人的措置及び各種計画・戦略の作成を通じて組織基盤を強化し、組

織運営、財務・会計、資金調達・広報、渉外の課題を解決するととも

に、現在実施している事業を継続するにあたって必要な事務局体制

を整えることを目的とする。組織基盤強化の方策は以下の通り。 

１．組織改編により各スタッフ及び各理事の役割分担明確にする

とともに、規約・規程を作成し、業務フローを改善させる。また、グ

ループウェアを通じて、スタッフ・理事間のコミュニケーションを

密にし、情報共有や業務進捗管理の効率化を図る。 

２．専門的かつ計画的なファンドレイジングを複数の担当スタッ

フが実施することによって、事業及び運営の予算を確保し、安定し

た組織運営を目指す。 

３．戦略的広報の視点でコミュニケーションと情報発信を積極的

に実施し、アカウンタビリティを向上させるとともに、啓発活動を

強化する。 

４．各種研修を通じてスタッフのキャパシティビルディングを行

い、プロフェッショナルな組織運営及び事業展開を目指す。 

５．他団体との連携と団体間の既存ネットワークの活用によって、

より効果的な支援活動をするための関係を構築する。 

事業内容 １．１．組織業務の改善 

２．２．ファンドレイジングの推進 

３．３．広報の強化 

４．４．人材育成 

５．５．渉外活動の促進 

今年度の具体的な

活動と成果 

 

１．組織業務の改善 

職務規定の作成や事務局内の人事異動を通じて、よりスムーズに

業務を実施するための環境整備を行った。 

理事を増員し、広報・資金調達、労務・人事などの担当を割り振っ

たことで、各理事が定期的に職員をスーパーバイズするための体制

を整えた。 

有識者の意見などを参考にし「組織業務改善計画」を作成した。事



2 

 

務局体制の見直し、業務フローの改善、意思決定・合意形成体制の確

立、チームビルディング、人事評価、適切な会計処理を行うための計

画ができたことで、次年度は順を追ってこれらの取り組みを進める

準備が整った。 

事務局長を新たに採用したことで、管理職が組織基盤強化の取り

組みを統括し、計画・戦略を運用する人事体制が構築できた。また、

新たな指針に沿ってチームとして取り組むために部署を新設し、管

理職を配置した。 

グループウェアを導入し、スタッフ・理事間の情報の交換、ファイ

ルの共有、スケジュールの管理を効率的に行う体制を整え、スタッ

フ間の情報格差も解消することができた。 

 

２．ファンドレイジングの推進 

復興サポートステーションの緊急雇用創出事業助成金、子ども支

援関連助成金、団体の組織基盤強化のための助成金を獲得すること

ができ、事業を継続させ、事務局運営能力を強化するための年間予

算を確保した。 

数値目標や寄付メニューなどを定めた「ファンドレイジング計画」

を作成した。寄付金・会費、助成金、事業収入のバランスを考慮し、

多様な財源を確保することで収入を安定させるための体制をスター

トさせた。 

また、子ども支援に特化した寄付メニューとして、「みちくさサポ

ーター」制度を開始した。 

 

３．広報の強化 

2014年 10月に他団体とともに活動説明会を東京で開催し、100人

以上を集客することができた。それにより、都内での認知度アップ

とアカウンタビリティの向上を図ることができた。 

伝えることのノウハウや広報の手法についてまとめた「広報戦略」

を作成した。 

既存のデータベースを整理し、今後の情報発信のターゲットの絞

り込み及び発信する情報の内容についての精査・分析を行った。 

ホームページをリニューアルし、掲載情報の簡略化と集約、「顔の

見える化」、より読者フレンドリーな構造へのページの再構築を行っ

た。 

二又復興交流センター及び「みちくさルーム」のパンフレットを作

成し、広く配布することで、アナログ面での宣伝強化に努めた。 

団体紹介用のパワーポイントをアップデートし、各種イベントや

講演会などで活用した。 

 

４．人材育成 

専門家招聘による研修開催、外部協力機関によるコンサルティン

グ、外部研修への参加を通じて、スタッフのキャパシティビルディ
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ングを行った。具体的には、ＮＰＯの基礎知識、会計、広報・ファン

ドレイジング、子ども支援について、それぞれの担当スタッフが学

ぶことができた。 

６月のスタッフ研修では、国際協力の第一線で活躍する現役ＮＧ

Ｏ職員から直接話を聞き、ＮＰＯの運営について多くのことを学ぶ

ことができた。また、普段は部署ごとの現場で活動し、顔を合わせる

機会が少ないスタッフが、研修を通して横断的な交流や対話が生ま

れた。また、ワークショップでは積極的に意見や質問が出されるな

ど、非常に有意義な研修となった。 

 外部協力団体より会計の実務に関するノウハウを指南していただ

き、団体として備えておくべき帳面等の洗い出しができた。担当職

員が効率的に会計業務を行うためのテクニックを学べたとともに、

その後も電話での個別相談に応じていたくなど、両団体の担当者間

の協力関係を構築できた。 

 

５．渉外活動の促進 

スタッフや理事が分担して関係団体などと情報交換や交渉を行うと

ともに、各種会議や住民との接触など様々な機会を通じて現状把握

と情報提供に努めた。また、まちづくりプラットフォームの運営委

員として運営委員会に参加することで、市内の関係団体間のネット

ワーク形成の推進に貢献した。 

今後の課題 【組織基盤強化】 

当初の予定では、「組織業務改善計画」、「ファンドレイジング計

画」、「広報戦略」の運用開始を 2014年 7月としていたが、想定して

いたよりも検討に時間を要し、さらに担当職員の採用もずれ込んだ

ことにより、完成するのが２カ月遅れ、事業が計画通り進まなかっ

た。 

また、２計画・１戦略は、既存の書籍等を参考に作成しており、現

時点では一般的な内容に留まっているため、将来的には団体の事業

に特化した独自色を出したものに改変していく必要がある。 

 

【ファンドレイジング】 

 助成金申請などの資金調達の実務を担う職員が不足しており、一

部の職員に負担が集中してしまった。また、全職員に対してファン

ドレイジングの意識付けをするには至らなかった。今後は他部署の

職員や理事も巻き込みながら、組織的かつ計画的に資金調達を進め

る必要がある。 

一部の職員の退職に伴い、これまで受けていた企業からの支援が

途切れてしまった。今後は、担当職員が退職してもつながりを持続

させるための対策が必須である。 

 会員の会費徴収が滞っているため、次年度は会費を着実に集金す

るとともに、新規会員や「みちくさサポーター」を増やす必要があ

る。 
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【広報】 

ホームページやフェイスブックなどインターネットでの情報発信

に過度に依存してしまい、紙媒体や講演活動など他の媒体による広

報が十分ではなかったため、住民に対する活動内容の周知や外部へ

の情報発信が限定的になってしまった。 

情報発信が日本語のみとなってしまい、外国人を対象とした広報

活動を実施するに至らなかった。国際的な認知度アップと外国人・

外資系企業・大使館等からの支援獲得に向けて、今後は、ホームペー

ジ、団体パンフレット、復興サポートステーション、二又復興交流セ

ンターの英語化を順次行う必要がある。 

 

【人材育成】 

 スタッフ研修や外部研修を通じて、参加したスタッフが NPO の基

礎知識やファンドレイジングについて学ぶことができたものの、そ

こで得た知識を具体的に業務に活用するには至っていないため、何

らかの対策を講じる必要がある。また、一部のスタッフのみ参加し

た研修の内容を、他のスタッフと共有するに至っていないため、今

後は復命書等の作成が必要である。 

 

【渉外】 

 支援者間のネットワーク会議への参加や関係団体・企業・大学と

の情報交換は継続的に実施したものの、事業レベルの新規の連携や

協働までは発展しなかった。今後は担当職員を増員したり、外部の

会議出席・団体訪問を増やしたりするなどして、渉外活動を強化す

るとともに、他団体との協力関係の深化を通じて事業の効率化につ

なげていく必要がある。 

 

２．復興サポートステーション運営事業 

実施範囲、期間 陸前高田市、平成 25年 1月より継続 

活動資金 緊急雇用創出事業 

事業実施の経緯 陸前高田市復興サポートステーションは、災害ボランティアセンタ

ー閉鎖直後の平成 25年 1月に、同センターの業務を引き継ぐ目的

で開所し、年間約１万人のボランティアを受け入れている。 

事業目的 東日本大震災で甚大な被害を受けた陸前高田市を中心において、震

災により被害を受けた方々に対して、ボランティアの方々ととも

に、地域密着型の継続した支援事業を行い地域の復興、復興後の地

域活性化に寄与することを目的とする。 

受益者 陸前高田市民 

事業内容 ボランティアの受け入れ、活動紹介、ニーズ調査 

ボランティア活動

者数 

個人計           ：1,245 人 

内訳 作業系の活動 ：  862人 

農業支援 ： 117人 
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漁業支援 ： 110人 

その他 ： 156人 

 

団体計            ：9,739人（団体数：353団体） 

内訳 作業系の活動 ：8,049人 

農業支援 ： 443人 

漁業支援 ： 504人 

その他 ： 743人 

 

合計 10,984人  

※その他は：「高田松原を守る会」の活動 

今年度の具体的な

活動と成果 

 

１．古川沼、気仙川河川敷の遺留品捜索 

昨年度から継続して活動している現場において、ふるいを使用し

て遺留品捜索を行った。 

<成果>  

ご遺骨のようなものや生活用品等の「思い出の品」が 200 点以上

発見された。ホームページ等を見て捜索活動への参加を志願し、リ

ピーターとして繰り返し陸前高田に足を運んでくれるボランティア

も多数存在している。また、ボランティアの中には、他の被災地域で

も同様の捜索活動に定期的に参加している人もいるため、他地域で

の活動のノウハウを取り入れることによって、活動を効率化するこ

とができた。 

 

２．気仙町側溝遺留品捜索 

気仙町今泉地区の側溝における遺留品捜索を実施。旧災害ボラン

ティアセンター時から手つかずの場所であり、途中で止まっていた

箇所の活動を再開した。側溝の蓋をブロックバイスやリフターを使

用して上げ、土砂内の遺留品を熊手で探すという活動を実施した。 

<成果> 

これまでに、写真、身分証明書、茶碗、仏具、現金、衣服、子ども

のおもちゃ等の思い出の品を多数発見した。１日の活動で１０点以

上発見することもあった。 

 

３．個人・団体からの依頼による活動 

住民や地元団体からのニーズとして、「高田松原を守る会」の植樹

の手伝い、45 号線沿いの「フラワーロードプロジェクト」の除草、

商工会から依頼の玉山神社沿道の除草、やる気タウン、あすなろホ

ームのイベントのお手伝いの他、内外の支援団体のイベントの手伝

い等を行った。 

<成果> 

「高田松原を守る会」の植樹活動は、後世に高田松原を残す一大プ

ロジェクトであり、さらに依頼者とボランティアが協働で行うため、

ボランティアの満足度が高い活動であった。また、お祭りやイベン
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ト等の手伝いにおいても、地元住民とボランティアがともに活動す

ることで交流を深めることができた。 

 

４．農業支援 

田畑の瓦礫撤去、小石拾いは一段落したため、今年度は「新しいも

のを作る」というフェーズに移行してきた。また、震災前から過疎化

が顕著な地域であり、震災により多くの働き手がいなくなったこと

から、農業再生の一環としてボランティア活動を行なった。 

＜成果＞ 

高田町ワーカーズコープの依頼と地主の方共同によるニーズであ

ったが、住民とともにボランティアが荒れ地を耕し、畑を再生する

ことができた。高台移転の為の道路整備に伴い、その場所での収穫

はできなかったが、畑を高田鳴石地区とサポートステーション脇に

一部移転し、収穫することができた。 

震災によって「マイナス」になったものが「プラス」になるという

足掛かりができた。また、リピーターのボランティアが増えたこと

もあり、ボランティア活動が住民と来訪者の交流を深めるきっかけ

となった。 

 

５．漁業支援 

農業と同様、過疎化が顕著であった陸前高田市において、震災によ

り漁業の働き手が激減した。流された資材や漁具は震災前の状況に

戻りつつあるものの、担い手不足は解消されているとは言えない。

また、漁業の復活は町の復興に欠かせない要素であることから、ボ

ランティアがワカメの収穫や牡蠣の養殖を手伝った。 

＜成果＞ 

都会から来たボランティアにとって、「海の仕事」は新鮮であり、

漁師の皆さんとの交流も深めることができたため、ボランティア活

動のリピート率を高めることにつながった。 

今後の課題 【住民ニーズ】 

寄せられる住民からのニーズが減少した。潜在ニーズを掘り起こす

ため、住民にサポートステーションを周知するチラシ・ポスターを

活用するなど、更なる情報発信が必要である。 

 

【ボランティアの活動意識】 

ボランティアによっては「住民目線」ではなく、「ボランティア目線」

の人もいることから、対応に苦慮することがあった。今後は誠意を

持って地元の声を説明し、理解してもらうよう努める。 

 

【被災地意識】 

中高生などが体験目的でボランティア活動に訪れる際に、「被災地」

ということを意識しない学生がいることがある。オリエンテーショ

ンの徹底や活動中にも繰り返し説明を行うことで、意識してもらう
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ことを目指す。 

 

【住民とボランティアの認識のずれ】 

住民とボランティアに活動に対する認識のずれがあるケースが見受

けられた。純粋に復興の手伝いに来るボランティアがいる一方、一

部の依頼者はボランティアを「無償労働者」と見なすことがあった。

こういいたことが起きないよう、復興のためにボランティアに来て

くれていることを理解してもらうよう依頼者に説明する。 

 

【有償ボランティアとの棲み分け】 

現場によっては、有償ボランティアと無償ボランティアが混在する

ケースがある。これまでは両者がバッティングしたことはないが、

同じ現場において日程違いで活動したこともあり、今後は棲み分け

を検討する必要がある。 

 

３．子どもの居場所づくり事業 

実施範囲、期間 1. 陸前高田市気仙町：平成 23年 10月より継続 

2. 陸前高田市広田町：平成 23年 10月より継続 

3. 陸前高田市矢作町：平成 25年 2月より継続 

4. 陸前高田市小友町：平成 25年 5月より継続 

活動資金 助成金、寄付金、自己資金 

事業実施の経緯 東日本大震災（以下、「震災」）発災直後、避難所に暮らす子どもた

ちの保護者からの要望を受け、気仙町での子どもの居場所づくりを

開始し、その後各地域の地元の方々からの要望や、他団体からの引

き継ぎ依頼を受け、各地域での実施に至った。 

事業目的 震災により多くの遊び場、家族、生活環境を失った子どもたちに対

し、気軽に集えるコミュニティスペースを提供し、遊びや学習のサ

ポートを行い、子どもたちがのびのび過ごすことにより、震災によ

るストレスを軽減させることを目的とする。 

受益者 陸前高田の上記 4地区に暮らす小学生 

事業内容 参加大学と協力し、地域のコミュニティセンター、公民館、仮設住

宅集会所等において、子どもの遊び、学習のプログラムを企画し、

各地区にて隔週土・日に定期実施した。 

参加大学 1. 陸前高田市気仙町：聖心女子大学、神奈川大学 

2. 陸前高田市広田町：上智大学ボランティアサークル・SVN 

3. 陸前高田市矢作町：岩手大学学生ボランティア団体・もりもり☆岩

手 

4. 陸前高田市小友町：東北大学、神戸大学 

今年度の具体的な

活動と成果 

 

1. 活動内容 

前年度に引き続き、学生ボランティアと連携して、遊びや学習の

サポートを行った。 

今年度は、学生による企画、実施のプログラムがより定着し、ボ

ランティアからも積極的に活動のアイディアが出された。 
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活動内容も、コラージュ、スライム、水鉄砲づくりなどの工作や、

ストラックアウト、水鉄砲サバイバルゲームなどの体を動かす遊び

の企画など、綿密な事前打合せに基づく、内容の濃いものになって

おり、学生の主体性がより発揮できるものとなった。同時に、これ

まで同様、鬼ごっこやかくれんぼなど、子どもになじみのある日常

的な遊びを意識的に取り入れたり、その場で子どもが発案した遊び

を皆で楽しむなど、子どもにとっても自己を発揮できる機会となっ

た。 

また、地域の方や保護者と一緒に行う活動を実施した。地元の高

齢者の案内の下、地域を歩いて地元の魅力を発見し、それを地図に

して表現する「お散歩マップづくり」、保護者を交えたごはん作り

行事、前年度に引き続き、地域で開催される子ども向けのお祭りの

共催など、地域と子どもの関係づくりを行った。地元出身者・在住

者のボランティア参加も見られた。 

その他、今年度は特別企画として、市内外の団体との共催イベン

トや、長期休みの 4日間のプログラム、地元資源を活用した日帰り

遠足などを実施した。 

また、今年度は新しい取組みとして、スタッフ・ボランティアの

知識、スキルアップを目的として、臨床心理士を招いて 3日間に渡

る研修を実施した他、来年度に向けた活動資金調達のため、指定寄

付金制度、「みちくさルームサポーター」の設立、募集に向けた準

備を行い、みちくさルームの活動紹介パンフレットを作成した。 

2. ＜成果＞ 

（１）延べ参加者数：1,226人 

 

（２）延べボランティア参加者数：677人 

 

（３）参加者の声： 

・ 「昨日『みちくさルーム』の夢見たよ。だから今日も来た！」 

・ 「月に４回じゃ足りないよ」 

・ 「みちくさが永遠に続きますように」 

・ 「もっと広いところで遊びたい」 

 

（４）保護者の声： 

・ 「近所に友達がいないため、いつも兄妹で過ごしていて、他の子や

人との関わり、人と接するのが苦手になっているので、少しでも人

と接する時間が持てるだけでも、ありがたいです。」 

・ 「みちくさルームがなくなると困ります。子どもたちが少なくな

り、ゲームばかりで外で遊ぶ事がそれでなくても少ない上に、学校

は仮設住宅でグラウンドもない・・・おもいっきり走って疲れるく

らい遊んで欲しいです。」 
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今後の課題 １．地元との関係、連携強化 

「みちくさルーム」は、地元の NPOとして 2011年より継続実施

している活動であるものの、実施地区の住民の認知度は高いとは言

い難いのが現状である。 

今後、活動を継続する上で、地域の子どもたちのみならず、大人に

も活動の必要性などをご理解いただけるよう、現場の活動時間以外

にも、活動地域に出向き、地元の方々、特に子どもや地域の活動に

携わる方々との関係を構築していくことが必要とされている。 

 

２．運営資金の確保 

2013年度は、『みちくさルーム』の事業単体で 4つの助成金が採

択され、活動資金に余裕ができたものの、震災後 4年目を迎え、被

災地での活動を対象にした助成金の件数、金額ともに減少傾向にあ

る中で、来年度に向けた活動資金の獲得は喫緊の課題として挙げら

れる。 

 

４．小中学校への学用品支援事業 

実施範囲、期間 範囲：陸前高田市内の小中学校 9校 

(平成 25年 4月より一部小中学校の合併および支援辞退により、14

校から 9校に減少) 

期間：平成 24年 4月より継続 

活動資金 寄付金 

事業実施の経緯 立教小学校で行われる礼拝時に、生徒や保護者、教職員が捧げる祈

りとともにたむける献金を、陸前高田の子どもたちのために使用し

てほしいという立教小学校からのお申し出により、毎月 5万円の寄

付を陸前高田市の小、中学校への学用品寄贈に活用することとなっ

た。 

事業目的 震災後、多くの学用品、備品が流失し、限られた予算の中で、学校

教育に必要とされる備品を購入している陸前高田市内の小中学校

に、必要な学用品を寄贈することにより、市内の学校教育環境の改

善に寄与し、保護者への経済的な負担を減らす。同時に、必要備品

を地元の業者に発注することで、地域産業の復興に寄与する。 

学用品寄贈のために市内の学校を定期的に訪問することにより、各

学校との関係を強化する。 

受益者 陸前高田市内の小学校児童：878名 

陸前高田市内の中学校生徒：564名 

計：1442名 

事業内容 市内の各小・中学校を定期的に訪問し、必要とされる学用品、学校

備品の寄贈を行った。寄贈にあたっては、月ごとに担当学校を振り

分け、事前に必要な学用品、学校備品を学校に確認・発注の上、パ

クト子ども支援担当スタッフが各学校に直接お届けに伺った。 

今年度の成果 １．支援先 

（１）小学校：広田小学校、小友小学校、米崎小学校、高田小学校 
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竹駒小学校、矢作小学校 

（２）中学校：高田東中学校、気仙中学校、横田中学校 

 

２．主な寄贈物品 

コピー用紙、色画用紙、模造紙、写真用紙 デジタルカメラ、事務

用品、マグネット黒板、浄水器、ブリンターインクなど 

 

３．地元経済への貢献 

学校にお届けする学用品、学校備品の購入費、年間約 45万円分を、

地元の業者を通じて消費することにより、地元の経済復興 に貢献す

ることかができた。 

 

５．子ども支援ネットワーク会議運営事業 

実施範囲、期間 範囲：陸前高田市にて活動する子ども支援団体 

期間：平成 23年 11月より継続 

活動資金 自己資金 

事業実施の経緯 震災後、多種多様な支援団体が、陸前高田において子どもを対象と

した支援活動を実施する中で、複数の団体による支援が重複する地

区や、支援の行き届かない地区が見られることが問題視されたこと

を受け、陸前高田市における子ども支援のマッピングを行い、団体

間で子どもに関する情報やニーズを共有するために、同会議が発足

された。 

事業目的 陸前高田市内で活動する子ども支援団体や、市内の教育機関、保護

者が、子どもに関する情報を共有しあい、お互いに協力しあえる体

制を作ることを目的とする。 

受益者 陸前高田市内の子ども、保護者、教育関係者 

事業内容 月 1回の『子ども支援ネットワーク会議』を運営し、支援活動や市

内の子どもに関するニーズの共有を行った。加えて、会議後に議事

録を登録団体にメール送付した。 
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今年度の成果 １．会議メーリングリスト登録者数：76名 

 

２．会議参加団体：毎回平均 10団体 

 

３．主な会議参加団体： 

認定 NPO法人国境なき子どもたち、公益社団法人セーブ・ザ・チ

ルドレン・ジャパン、陸前高田市仮設住宅連絡会、岩手県ユニセフ

協会、陸前高田市まちづくりプラットフォーム、陸前高田子ども図

書館ちいさいおうち、陸前高田市教育委員会生涯学習課、教育支援

チーム・まつ、児童家庭支援センター・大洋、いわて発達障害サポ

ートセンター・えぇ町つくり隊など」 

 

４．共有カレンダーの開設、運用 

今年度、新たな取組みとして、子ども支援ネットワーク会議に参

加する団体間での Googleカレンダーの共有を開始し、現在 5団体

がカレンダーに登録いただいた他、毎回の会議で出席した団体に印

刷したカレンダーを配布し、市内での子ども関係のイベントの情報

共有、各団体の活動日程調整のツールの一つとして活用することが

できた。 

今後の課題 前年度より、外部からの支援者のみならず、地元の団体も多く活動

に参加いただけるようになってきたが、保護者と密接な関係を持つ

子育て支援団体や、地元の学童クラブなどの情報はなかなか手に入

らないという意見が多く出されている。子育て支援団体や学童クラ

ブの職員は、日中の業務で多忙のため、会議への出席を呼びかける

ことは難しいと思われるが、今後これらの団体とも連携を深め、会

議の中で情報を共有できるようになることが望ましい。 

 

６．子ども支援情報発信事業 

実施範囲、期間 範囲：陸前高田市内の小学校、保育所（園）、子育て支援施設 

期間：平成 24年 11月より制作開始、平成 25年 4月より配布開始 

活動資金 寄付金 

事業実施の経緯 子ども支援ネットワーク会議にて、「震災後、子どもの遊び場がな

くなった」、「市内で震災後も利用できる遊び場や施設について

も、あることを知らずに過ごしている子ども、保護者が多い」とい

う意見が多く聞かれていた。そのため、陸前高田市および陸前高田

市教育委員会の後援の下、市内の遊び場や子育て支援施設、子ども

支援活動の情報をまとめた冊子を制作し、市内での配布を行った。 

事業目的 震災後に、子どもの遊び場の数が限られている陸前高田市におい

て、遊び場や子ども向けイベント、子育て支援の情報を集めたフリ

ーペーパーを作成し、子どもや保護者に届けることで、子どもたち

が遊び、学ぶ機会と、保護者が子育ての相談をする機会を増やすこ

とを目的とする。 

受益者 陸前高田市内の子ども、保護者 
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事業内容 陸前高田市内の子どもの遊び場情報、イベント情報を収集、編集

し、情報誌を制作の上、市内の小学校、保育所（園）、子育て施

設、子ども支援団体などに配布を行った。 

今年度の成果 １．冊子（改訂版）の発行：平成 26年 4月（発行部数：3000部） 

２．A4版の発行：第 5号〜第 11号の計 7回（発行部数：各 2000

部） 

３．主な配布先 

市内の各小学校（8校）、保育所（4カ所）、保育園（5カ所）、子

育て支援施設（「地域子育て支援センターあゆっこ」、「地域子育て

支援センターにこにこ」、「おやこの広場きらりんきっず」、「ふれあ

い教室」、「NPO法人こそだてシップ」、「陸前高田市シルバー人材セ

ンター」等）、図書館（陸前高田こども図書館・ちいさいおうち、

陸前高田市コミュニティ図書館）、支援団体（認定 NPO法人国境な

き子どもたち、公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン、

陸前高田市仮設住宅連絡会等）、陸前高田市民生部健康推進課、陸

前高田市教育委員会生涯学習課など 

今後の課題 今年度は、前年度にいただいた企業からの寄付金を活用し、制作

費に充てていたが、今年度は子ども支援へのまとまった額の寄付も

少なく、今後の制作費の不足が懸念される。来年度も継続して『た

かたん』を制作・発行していくため、寄付金を募ることが必要とさ

れる。 

各関係施設や支援団体からは一定の評価があるが、保護者や子ど

もの反響を知り得る機会が少なく、積極的に声を拾う必要がある。 

 

７．二又復興交流センター運営事業 

運営実施期間 平成 25年 10月 1日～平成 26年 9月 31日 

事業目的 陸前高田市における宿泊事情の利便性の向上、それがもたらす同市

における交流人口の増加促進。同施設運営に携わる職員の雇用 

受益者 陸前高田市市民、陸前高田市を訪れる人々 

事業内容 １．宿泊施設の運営 

２．情報発信 

３．中長期的な視点での調査および企画の実施 

４．地域活性化「交流施設」としての利用促進 

今年度の具体的な

成果 

１．宿泊施設の運営 

＜雇用＞ 

陸前高田市市民を職員 4名・パートタイ 4名、計 8 名雇用 

 

＜宿泊者数・売上高＞ 

宿泊者数：延べ 5,549名(2014年 9月 20日現在) 

売上高：19,469,930円(2014年 9月 20日現在) 

 

＜集客の傾向＞ 
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本事業の着手段階での計画では、復興サポートステーションを訪

れるボランティアをコアターゲットとして設定していたものの、復

興のフェーズの変化とともに大きな変化が見られた。 

ボランティアを個人(1名)、小規模グループ(2～5名程度)、団体(5

～40名)と分類した場合、個人や小規模グループといったボランテ

ィアの宿泊客は 2014年 4月以降、特に減少が顕著である。 

また、団体に分類されるボランティア層についても、サポートス

テーションでのハード系の活動のみにとどまらず、子ども支援事業

等のソフト系の活動への参加や市内で企画されるイベントの運営や

参加、体験型のツアーや研修・視察といった様々な目的が含まれる

場合が多くみられた。 

10月～12月(全 14クール)にて企業の新入社員社会貢献プログラ

ムの受け入れを実施。グループ会社を含め、期間内にのべ 450名弱

の新入社員様が来館。食堂スペースを利用してのワークショップや

交流会、市長や副市長、市内企業の社長をお招きしての講話などが

実施された。 

また、他にも複数社の受け入れがあった。 

  

＜成果＞ 

現状、同市企画課、商工観光課を窓口として行政とも積極的に連

携し、陸前高田市が主導となって進めている「交流人口の増加促進」

といった施策に対し、来訪者の滞在先や活動拠点としての施設提供

を積極的に実施している。 

特に 2014 年 7 月、8 月は「英語キャンプ in 陸前高田」、「労働組

合・被災地と心をつなぐ活動」「エデュケーション USA サマーキャン

プ in 陸前高田 2014」など、市内の様々な領域のアクターや行政と

の協働事業により、商業・観光・産業の枠にとどまらない多岐にわ

たる交流の場としてご利用いただいた。 

QSC レベルの維持・向上、また事業実施コンセプトや施設理念に

も提示しているストアロイアリティーの向上の追及によるリピート

施策の一環としてお客様アンケートを実施。 

平均評価としては「食事に関して」以外の項目に関して目標数値

である 4.5 の近似値であり、概ね好評をいただいていると言える。

有効回答の少ない「食事に関して」については、現状食事がオプシ

ョン設定であり、食事をつけない素泊りのお客様が多数混在するた

めである。 

 

２．情報発信 

 法人 HP、FB などでお客様の利用状況や施設環境のトピック的な

エピソードの公開を実施してきた。 

 

３．中長期的な視点での調査および企画の実施 

陸前高田市を活動の拠点とする団体・法人・行政などアクター間
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をつなぐネットワーク機構である「陸前高田市まちづくりプラット

フォーム」の主催する支援連絡調整会議(月 1開催)の【商業・観光・

産業】のテーブルに積極的に参加した。 

そのことにより、【商業・観光・産業】から派生したワーキンググル

ープが結成された。現在、二又復興交流センターを起点とした滞在

型「陸前高田パッケージツアー」の商品化（目標 2015年 4月開始）

を目指し、月 1 回の分科会を実施するに至った。今後の具体化、実

働に向け、26年度も継続実施予定。 

 

４．地域活性化「交流施設」としての利用促進 

矢作町住民町民運動会、矢作チャレンジクラブクリスマス会、矢

作地区住民どんと祭、まちづくりプラットフォーム交流会、いわて

生協ふれあいサロン、奥野ひかるライブ、復興グルメ F-1大会イベ

ント後の交流会など、地域住民からの依頼であったり、仲介する他

のアクターの依頼であったりと多岐にわたるが、地域の住民間交流

や地元住民と外部流入者との交流の場を提供している。 

今後の課題 【アンケート調査】 

アンケート調査開始時の想定に対し、団体でのご利用比率が増加

した。そのため、現状のアンケート回収場所であるフロントを団体

の代表者以外が通りにくい状況になったことから、アンケートの回

収率が低下する結果となった。 

QSC（Quality 品質・Service サービス・Cleanliness 清潔さ）レベ

ルの維持・向上、また事業実施コンセプトや施設理念にも提示して

いるストアロイアリティーの向上の追及によるリピート施策の一環

として実施しているものであるため、回収率を上げるために配布や

回収の実施方法の練り直しが必要であると言える。 

また、集計作業の対応可能人員の減少から、月度での集計・スタ

ッフへのフィードバックが滞りがちになっていた。先の課題と併せ

て人員や担当の選出を検討し、実施方法についての改善につなげて

いく。 

対応可能な職員の減少により、現状は情報の更新頻度が低迷して

いる。 

 

【情報発信】 

担当職員の再編成を行い、当初目標であった週１回の更新を最低

限の目標としてクリアできるように対応していく。 

また、Web での情報掲載先についてもメリット・デメリットを含

めた検討が必要であると言える。 

理由としては、旅行系のポータルサイトや掲示板サイト、口コミ

サイト等にお客様側からの記事投稿がされた際、それが必ずしも「ポ

ジティブな内容」、「事実に基づくもの」とは限らないからである。

実際にクレーマー的な宿泊客からかなりネガティブな内容で事実に

そぐわない内容で中傷を受けたこともある。しかも、公平性の観点
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からサイトの運営者が同記事の削除依頼に対応できない場合もあ

る。 

情報掲載の手軽さ、拡散能力の大きさのメリット部分が内包する

リスクの把握、それに対応できるスキルも同時に併せ持つ必要があ

り、掲載先の精査等は必要であると考えられる。 

 

【地域住民との交流】 

地域住民のお申し出に対しては可能な限り対応させていただくス

タンスであるものの、現状はこちらから積極的に働きかけている訳

ではない。 

口コミでの拡散の枠を超え、社会福祉協議会の生活支援相談員や

仮設住宅連絡会の支援員などとも連携し、地域の方々が気軽に立ち

寄れる場所として存在できるよう取り組んでいく。 


